


スライド１ページ目の「資料１」をご覧下さい。
連結ベースでの２０１３年度第１四半期業績について概要をご説明いたします。

まず、いわゆるトップラインにつきましては、国内損害保険会社で増収したことに加え、海
外保険子会社も全地域において大きく増収したことにより、正味収入保険料は、前年同
期比＋３２１億円と４．９％の増収となりました。

一方、四半期純利益につきましては、８３１億円と、前年同期比＋７１８億円の大幅な増
益 となるとともに、四半期決算が開始した２００７年度以降の最高益となりました。

増益の主な要因は、運用市場の好転により有価証券評価損が大きく減少したことに加え、
有価証券売却益およびネット利配が増加するなど、資産運用損益が大幅に改善したこと
によります。

また、今四半期のグループコア利益は７７１億円と、順調に進捗しております。



次に、国内損害保険会社の２０１３年度第１四半期業績の概要について、主要２社合計で
ご説明いたします。 「資料２」をご覧ください。

正味収入保険料については、２社ともに家計分野が好調だった火災保険や、料率改定効
果もあった自動車保険が増収したことなどから、２社合計で＋２０７億円の増収、増収率
では ＋３．５％となりました。

インカードロスについては、国内自然災害の減少を主因として２社合計で前年同期比
マイナス２０８億円と大きく減少し、保険引受の状況は大きく改善しました。

一方で、異常危険準備金の取り崩しは、国内自然災害やタイ洪水の支払が減少したこと
により、前年同期比３４７億円減少しました。

以上の結果、２社合計の保険引受利益は、前年同期比マイナス１４億円の＋３８８億円と
なりました。

資産運用については、有価証券評価損が2社合計で３０億円に留まり、前年同期比で３８

７億円改善したことに加え、政策株式の売却を進めたことなどによる有価証券売却損益
が前年同期比で＋１５６億円改善し、ネット利配収入も＋１４４億円増加したことなどから、
資産運用損益とその他収支の合計は、前年同期比＋８４９億円改善し、６５４億円となり
ました。

この結果、国内損害保険主要２社合計の経常利益は、前年同期比＋８３４億円増益の
１，０４２億円、四半期純利益は、前年同期比＋６０５億円増益の７６０億円となっておりま
す。



次に、自然災害の影響について「資料３」にまとめております。
こちらの説明をいたします。

「資料３」の表は、当年度に発生した「国内自然災害」と「タイ洪水」による決算に対する
影響をまとめたものです。

当年度発生国内自然災害については、今年４月にも低気圧による風水災の被害があっ
たものの、第１四半期のインカードロスは２社合計で ３１億円と、大型の自然災害が多
かった前年同期との比較では、２５１億円の減少となりました。

つぎに、「タイ洪水」に係る支払保険金につきましては、第１四半期中にグループ合計で
１５６億円を支払いました。

また、インカードロスへの影響は、損害調査の進展などにより、グループ合計で
マイナス７７億円となっております。
なお、「タイ洪水」に係る為替レートの影響は、この四半期においては、ごくわずかでした。

この結果、「当年度発生の国内自然災害」と「タイ洪水」による当年度第１四半期の支払
保険金は１７６億円、インカードロスは、マイナス４５億円となっております。



「資料４」の上の表をご覧ください。異常危険準備金の状況をご説明いたします。

この表は、異常危険準備金の取崩し、繰入れの状況を、三井住友海上、あいおいニッセ
イ同和損保の２社について会社ごとにお示ししています。

先ほど、資料３でご説明した国内自然災害およびタイ洪水の保険金支払いが前年同期
比で減少したことに加え、自動車保険の損害率が改善したことを主な要因として、異常危
険 準備金の取崩し額は大きく減少しております。

この表では、異常危険準備金の残高のネット増減額を表記しておりますが、三井住友海
上では前年同期比＋１９９億円の増加、あいおいニッセイ同和損保では、前年同期比
＋１４８億円の増加となりました。

下の表は、有価証券評価損についてまとめておりますが、前年同期比５１９億円の減少
となっております。

なお、政策株式につきましては、２０１３年度第１四半期は２社合計で、２９５億円を売却し
ており、着実に売却を進めています。



次に自動車の収支改善状況について説明します。「資料５」をご覧ください。

上の表は、三井住友海上・あいおいニッセイ同和損保の２社について事故件数の増減を
前年同月比で示した折れ線グラフです。

事故件数については、社会全体の交通事故件数の変動や、収支対策の効果、および昨
年１０月に実施したノンフリート等級制度改定の影響などもあり、三井住友海上で前年同
期比△６．２％の減少、あいおいニッセイ同和損保で△３．１％の減少となっています。

次に、下の表のうち、中ほどに示した「保険金単価」の増減をご覧ください。両社とも特に
修理費の上昇などを受けて車両事故単価は引き続き上昇傾向を示しております。

一方、その上に示した保険料については、引き続き、両社とも昨年度、一昨年度料率改
定の効果を取り込めており、保険料単価は前年同期比＋２％を上回る水準（ＭＳＩ：２．
０％、 ＡＤＩ：２．７％）で推移しています。

下段は、第１四半期のアーンド・インカード損害率です。

例年どおり第一四半期、第三四半期のアーンド・インカード損害率については、一部、簡
便な方法を用いて算出しておりますが、先に申し上げた状況により、想定どおりに収支改
善が進捗していると捉えております。



次に国内生命保険会社の状況について説明します。「資料６」をご覧ください。
まず、三井住友海上あいおい生命についてご説明します。

２０１３年度第1四半期の販売の状況は、４月の料率改定の影響および販売商品のポー

トフォリオの見直しの影響などにより、新契約高はマイナス３，３７２億円となる、
６，２５１億円となりました。
また、保有契約高は、前期末比＋２，１２８億円増加し ２０兆２，８７４億円となりました。

四半期純利益は、収益性の高い商品へのシフトや新契約高の減少により責任準備金
繰入負担が軽減したことなどから、前年同期比＋１６億円増益の２１億円となりました。

次に、三井住友海上プライマリー生命では、外貨建て定額終身保険の販売が引き続き
好調であることに加え、運用環境の改善により、変額商品の販売も好調だったことから、
新契約高は、前年同期比＋４４３億円の１，１５５億円となりました。

保有契約高は、昨年度来の円安や株高を反映して解約が高水準で推移したことにより、
前期末比マイナス７６９億円の３兆５，８４５億円となりました。

四半期純利益は、豪ドル建てが主力の定額商品において、当該四半期間の金利上昇
や円高・豪ドル安の影響により資産の評価額が減少しましたが、一方、変額商品の保
有 契約高が昨年の同時期に比べ増加したことにより手数料収入が増加したことや、
解約の増加などが利益を押し上げ、前年同期比＋２２億円増益の６２億円となっており
ます。



次に海外保険子会社の状況について説明します。「資料７」をご覧ください。

正味収入保険料は、全ての地域で増収し、全体で前年同期比＋１０５億円の増収、増収
率では＋２０．７％の、６１７億円となっております。

一方、四半期純利益は、再保険事業とアジア、欧州で収支が改善し、前年同期比
＋２６億円の９４億円となりました。



次ページ「資料８」から「資料１３」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の２社
について、単体の２０１３年度第１四半期業績を付けております。後ほどご確認ください。

以上で、ご説明を終わります。














